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平成２８年度 地方創生関連予算（案）について 

 本市は、女性と若者の定着などにより社会動態をプラスにしていき、地方創生の「成

功モデル都市」を目指すため、北九州市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定しま

した。 

 平成２８年度から、地方創生の本格実施となりますので、地方創生関連事業に積極

的に取り組み、産・官・学・金・労・言・住が一体となって、「オール北九州」で地

方創生の推進を図ります。 

予算総額 

２４６事業   約３００億円 

うち、地方創生加速化交付金活用事業（平成２７年度２月補正予算） 

⇒４事業 １．２５億円 

     地域女性活躍推進交付金活用事業（平成２７年度２月補正予算） 

      ⇒１事業 １，８００万円 

     母子保健衛生費国庫補助金活用事業（平成２７年度２月補正予算） 

      ⇒１事業 ３，１８０万円 

政策パッケージ（５つの柱）ごとの主な取組内容 

Ⅰ 北九州市にしごとをつくり、安心して働けるようにする（９２事業 約３５億円）  

 ①新規北九州市版・地域しごと支援センター事業 

【予算額：1,900千円 担当課：産業経済局雇用政策課 582-2419】 

   本市の若者と女性の就労支援の拠点とするため、既存の「若者ワークプラザ北 

九州」と、新たに設置する「（仮称）女性活躍推進センター」やＵ・Ｉターン相 

談窓口を合わせ、北九州市版・地域しごと支援センターとして相互の機能強化を 

図る。 

問い合わせ先 

総務企画局地方創生推進室 

谷延、菊原 TEL 582-2174 
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 ②北九州みらい人材育成事業 

【予算額：7,500千円 担当課：産業経済局雇用政策課 582-2419】 

   北九州地域の産学官による連携体制を構築し、理工系及び文系大学生等を対象

に、地元企業でのインターンシップ等を実施する。 

③北九州ゆめみらいワーク事業 地方創生加速化交付金活用事業

【予算額：50,000千円 担当課：産業経済局雇用政策課 582-2419】 

   学生や保護者、教員等を対象に、地元企業の仕事内容や様々な職業の話を直接 

聞き、体験できるイベントを開催し、地元企業の魅力等を伝えるとともに職業観 

を醸成し、各自に合った職業選択と将来の地元就職につなげる。 

 ④北九州空港新規路線就航促進事業 

【予算額：88,080千円 担当課：港湾空港局空港企画課 582-2308】 

   福岡空港の混雑空港指定や他空港との誘致競争の激化といった状況を受け、航

空会社等へのインセンティブを充実させることにより、路線誘致・利用促進を強

力に進める。 

 ⑤北九州空港航空貨物拠点化事業 

【予算額：173,566 千円 担当課：港湾空港局空港企画課 582-2308】 

   航空貨物拠点化に向けて、滑走路延伸を見据えた実績づくりのため、福岡県、 

苅田町と共同で、航空貨物の定期便の維持や誘致、集貨促進を図る。 

⑥ベンチャー総合支援事業 

【予算額：15,055千円 担当課：産業経済局中小企業振興課 873-1433】 

   独創的なアイデアを有するベンチャー企業の創出・育成を図るために、イン 

キュベーションマネージャーによる助言や経営支援を行うとともに、金融機関や 

地域企業とのネットワークを構築する。 

⑦北九州スタートアップ移住促進事業 

【予算額：5,600千円 担当課：産業経済局産業政策課 582-2299】 

   「日本一起業しやすいまち」を目指し、産学金官が連携した相談・交流の場づ 

くり等、起業環境の整備のさらなる充実を図る。 
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 ⑧航空機産業誘致促進事業 

【予算額：2,340千円 担当課：産業経済局企業立地支援課 582-2065】 

   今後成長が期待される航空機産業の誘致促進を図るため、航空機の生産拠点の 

誘致に向けた環境整備や、航空機産業への市内企業の参入に向けた支援を行う。 

 ⑨次世代自動車産業拠点化事業 

【予算額：4,605千円 担当課：産業経済局新産業振興課 582-2905】 

   次世代自動車産業の拠点化を推進するため、学術研究都市への研究開発部門の 

誘致や地元企業の競争力強化を図る。 

 ⑩新規次世代資源・エネルギーシステム創生事業 

【予算額：40,000千円 担当課：環境局地域エネルギー推進課 582-2238】 

   低炭素社会づくりに貢献する「次世代資源・エネルギーシステムの創生」に向 

け、エネルギー関連産業の支援・振興のための調査・検討・仕組みづくりや、低 

炭素・安定・安価なエネルギー供給のためのエネルギーマネジメント実用化の調 

査・検討・仕組みづくり、国内外への発信・展開を実施する。 

 ⑪水素エネルギー社会構築推進事業 

【予算額：5,035千円 担当課：環境局水素社会創造課 582-2787】 

   国と連携した水素タウン次期実証の実現に向けて関係企業及び省庁への働き

かけを実施する。 

また、水素エネルギーが便利で身近なものであることを市民に理解してもらえ 

るよう、啓発事業を実施する。 

 ⑫アジア低炭素化センター推進事業 

【予算額：31,469千円 担当課：環境局環境国際戦略課 662-4020】 

   アジア低炭素化センターの事業を推進し、環境に関する多様な技術や社会シス 

テム等を海外に輸出することで、地域経済の活性化を推進する。 
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Ⅱ 北九州市への新しいひとの流れをつくる（５１事業 約２７億円）  

 ①北九州で働こう！Ｕ・Ｉターン応援プロジェクト 

【予算額：30,000千円 担当課：産業経済局雇用政策課 582-2419】 

   本市へのＵ・Ｉターン就職希望者に対する地元企業の求人情報の提供や転職相 

談、職業紹介等の支援を総合的に実施する。また、若年人材等の地元への還流を 

促進するため、学生等に対するＵ・Ｉターン就職活動支援の拡充を図る。 

 ②学生の地元就職促進事業 

【予算額：10,000千円 担当課：産業経済局雇用政策課 582-2419】 

   大学生の地元就職を促進し、地元中小企業の人材確保を支援するため、民間就

職情報サイトを活用した採用支援を行うほか、地元企業ＰＲ冊子の作成等を行う。 

 ③新規 F1層に届け！北九州シティプロモーション事業 

【予算額：20,000千円 担当課：広報室報道課 582-2235、 

子ども家庭局総務企画課 582-2280】 

   本市の知名度と都市イメージの向上を図り、新しい人の流れをつくるため、 

  特に首都圏の F1層（20~34歳の女性）に対して、「観光」や「子育て環境」 

など本市の魅力を戦略的に情報発信する。 

 ④新規住むなら北九州 移住推進の取組み 

【予算額：82,300千円 担当課：建築都市局住宅計画課 582-2592】 

   本市への移住を強力に推進するため、これまでの「北九州市定住促進支援事 

業」と「住むなら北九州 子育て・転入応援事業」を一本化して、転入者にわか 

りやすく、幅広いニーズに対応できる支援制度を創設し、市外から移住する世帯 

に、住宅を取得する費用や街なかの住宅を賃借する費用の一部を補助する。 

 ⑤「子どもひまわり学習塾」事業 

【予算額：164,069 千円 担当課：教育委員会指導第一課 582-2367】 

   児童生徒の主体的な学習習慣や、基礎的・基本的な学力の確実な定着を図るた 

め、放課後等を活用して学習機会を提供する「子どもひまわり学習塾」の対象校 

を拡充して実施する。 
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 ⑥新規リーディングスクール推進事業 

【予算額：4,600千円 担当課：教育委員会指導第一課 582-2367】 

   ＩＣＴの活用及び英語教育の分野でリーディングスクールを指定し、先導的・ 

先進的に指導方法の開発・実践を行うとともに、優れた教育実践の市内各校への 

普及を図る。 

 ⑦定住・移住促進事業 地方創生加速化交付金活用事業

【予算額：50,000千円 担当課：総務企画局地方創生推進室 582-2174】 

   「北九州市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に人口減少対策の重要な柱の１

つとして位置づける「定住・移住の促進」を図るため、首都圏におけるＰＲや「北

九州市版CCRC」の構築等に向けて取り組む。 

 ⑧新規本社機能等移転・拡充支援事業 

【予算額：300,000 千円 担当課：産業経済局企業立地支援課 582-2065】 

   首都圏等からの本社機能などの移転や、市内企業の工場等の拡充・拠点集約を 

促進するため、補助制度の新設及び既存の企業立地促進補助金を拡充、企業誘致 

を図る。 

 ⑨新規多文化共生による地域コミュニティ・エンパワメント創生事業 

  【予算額：15,000千円 担当課：総務企画局国際政策課 582-2146】 

   地方創生の実現に向け、外国人にとって、住みやすい・住みたくなる環境を整 

備するために、ニーズに応じた生活支援を推進するとともに、外国人市民が、支 

援されるだけでなく、自ら地域の担い手となり活躍できるように自助力や共助力 

を伸ばす施策を推進し、地域コミュニティ・エンパワメントの創生につなげる。 

 ⑩ＴＧＣ北九州２０１６ 開催事業 

【予算額：39,000千円 担当課：産業経済局ＭＩＣＥ推進課 551-8152】 

   史上最大級のファッションイベントである「東京ガールズコレクション」とコ 

ラボレーションした「ＴＧＣ北九州２０１６」を開催することで本市のイメージ 

アップを図るとともに、本市の魅力発信や活性化を推進する。 
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 ⑪世界遺産推進経費 地方創生加速化交付金活用事業

  【予算額：5,000 千円 担当課：総務企画局世界遺産登録推進室 582-2922】 

   世界遺産登録関係自治体で共同制作する情報発信用広報ツールの開発、世界遺

産案内プレート（統一デザイン）の設置を行う。 

 ⑫小倉城周辺魅力向上事業 

【予算額：29,000千円 担当課：産業経済局観光課 551-8150】 

   平成 27年度に策定した基本計画を基に、本市を代表する観光資源である小倉

城や小倉城庭園など小倉城周辺の魅力を向上させ、外国人観光客をはじめ、国内

外からの観光客増にむけた取り組みを行う。 

 ⑬クルーズ船の誘致 

【予算額：14,543千円 担当課：港湾空港局総務課 321-5939】 

   国内外のコンベンション出展、船会社や代理店への直接営業を通し、クルーズ 

船の寄港を促進する。また、寄港するクルーズ船に対し、門司西海岸でおもてな 

しイベント等を実施するとともに、新たに受入れを開始したひびきコンテナター 

ミナルでも受入環境の整備を行う。 

Ⅲ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる（４０事業 約２２７億円）  

 ①（仮称）女性活躍推進センター運営事業 

【予算額：46,300千円 担当課：総務企画局女性活躍推進課 582-2209】 

   就業、キャリアアップ、創業など女性の職業生活における活躍をワンストップ

で総合的に支援する「（仮称）女性活躍推進センター」を開設・運営する。 

 ②ワーク・ライフ・バランス推進事業 

【予算額：11,314千円 担当課：総務企画局女性活躍推進課 582-2209】 

   多様な働き方や暮らし方を選択でき、活力ある豊かな社会の実現を目指して、 

企業等の取組みの支援や広報・啓発などワーク・ライフ・バランス（仕事と生活 

の調和）の推進を図る。 
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 ③女性輝き！推進事業 地域女性活躍推進交付金活用事業

【予算額：18,000千円 担当課：総務企画局女性活躍推進課 582-2209】 

   女性活躍推進法に基づく企業の事業主行動計画の策定や組織的な取組み支援、

これから創業を目指す女性の相談会や創業者間の交流会などを実施する。 

 ④若年者正規雇用創造チャレンジ‼事業 

【予算額：15,000千円 担当課：産業経済局雇用政策課 582-2419】 

   地元企業の新分野進出等による新規採用及び非正規から正社員への転換につ

いて、当該人件費の一部を助成することで、若年者の正規雇用を促進する。 

 ⑤ダイバーシティ推進事業 

【予算額：3,500千円 担当課：総務企画局女性活躍推進課 582-2209】 

   業務の効率化及び働き方の見直し等を進め、職員が働きやすい職場環境の整備、 

生産性の向上を図る。 

 ⑥ひとり親家庭の自立応援事業 

【予算額：27,000千円 担当課：子ども家庭局子育て支援課 582-2410】 

   ひとり親家庭の経済的な自立を促進するため、資格取得のために支給している 

「高等職業訓練促進給付金」に加えて、市独自の給付金を支給する。 

 ⑦放課後児童クラブの管理運営 

【予算額：2,052,712千円 担当課：子ども家庭局子育て支援課 582-2410】 

   放課後児童クラブについて、利用を希望する児童を円滑に受け入れるととも 

に、児童への対応を充実するため、放課後児童クラブアドバイザーや巡回カウン 

セラーの派遣等を行う。 

 ⑧新規ペリネイタルビジット事業 

【予算額：10,000千円 担当課：子ども家庭局子育て支援課 582-2410】 

ペリネイタルビジット（産科医の紹介で妊産婦が小児科医と出会うことによ 

り、育児のアドバイスを受ける）の利用促進を図る。 
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 ⑨特定不妊治療費助成事業 母子保健衛生費国庫補助金活用事業

【予算額：157,669 千円 担当課：子ども家庭局子育て支援課 582-2410】 

   特定不妊治療（体外受精および顕微授精）に要する費用の一部助成について、

現行の助成額に加え、国の補正予算（本市２月補正予算）を拡充し、初回の助成

額及び男性不妊治療費助成を拡充する。 

Ⅳ 時代に合った魅力的な都市をつくる（５７事業 約１０億円）  

 ①新規世界記録への挑戦事業（１万人の防犯パトロール大作戦） 

【予算額：16,800千円  

担当課：市民文化スポーツ局安全・安心推進課 582-2911】 

   １万人の防犯パトロール大作戦での世界記録挑戦を通じて、パトロール活動参 

加者の拡大やモチベーションの高揚、安全・安心な都市イメージの向上を図る。 

 ②日本トップクラスの安全・安心なまちづくり関連事業 

【予算額：15,635千円 

担当課：市民文化スポーツ局安全・安心推進課 582-2911】 

   防犯活動の参加者拡大や本市の刑法犯認知件数の減少など、安全・安心条例行 

動計画の目標を達成するため、事業者や学生等の自主防犯活動の活性化を図ると 

ともに、安全・安心な繁華街づくりに取り組むなど、警察、関係団体等と連携し、 

安全・安心なまちづくりを推進する。 

 ③新規海外作品誘致・支援事業 

【予算額：10,000千円 

 担当課：市民文化スポーツ局文化企画課 582-2389】 

   本市の魅力を海外に発信し、インバウンドの増加につなげるため、海外の映画・ 

テレビドラマの撮影誘致に積極的に取り組むとともに、撮影支援、完成後のＰＲ 

まで、切れ目のない支援に取り組む。 
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 ④文学の街・北九州発信事業 

【予算額：22,000千円 担当課：市民文化スポーツ局文化企画課 582-2391】 

   小倉都心部に情報ステーションを整備し、女性俳句の草分けである杉田久女・ 

橋本多佳子などのＰＲ・顕彰に取り組むとともに、点在する文学的素材やさまざ 

まな文化資源・文化的取り組みをつなげる仕組みづくりを行う。 

 ⑤優れた文化・芸術との“出会い”創造事業 

【予算額：18,000千円 担当課：市民文化スポーツ局文化企画課 582-2391】 

   若い頃から文化芸術の魅力を感じてもらうとともに、将来の担い手の育成やシ 

ビックプライドの醸成につなげていくため、子どもたちや若い人たちを主な対象 

として、学校やホールはもとより様々なところで、優れた文化芸術と出会うこと 

ができるような場や機会を数多く創造する。 

 ⑥老朽空き家等除却促進事業 

【予算額：75,000千円 担当課：建築都市局空き家対策推進室 582-2918】 

   住環境の改善を図るため、一定基準を満たす老朽空き家等について、除却費の 

一部を助成する。 

 ⑦北九州市ミュージアム構想推進事業 

【予算額：5,400千円 担当課：広報室報道課 582-2235】 

   まち全体を屋根のないミュージアムに見立て、市内各地の様々な地域資源を展 

示品にたとえ、市民の手でこれらを発掘・再発見し、ウェブサイト「北九州市時 

と風の博物館」で情報の共有や補足等を行うことで地域資源を磨き上げ、本市の 

魅力を効果的に発信する。 

 ⑧夢・スポーツ振興事業 

【予算額：6,000千円 担当課：市民文化スポーツ局スポーツ振興課 582-2395】 

   2020年の東京オリンピックの開催を踏まえ、国際・全国大会で活躍する選手 

を育成するため、選手個々の能力を高める事業を実施する。 
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 ⑨リノベーションまちづくり推進事業 

【予算額：15,290千円担当課：産業経済局サービス産業政策課 582-2285】 

   遊休不動産の再生を図るため、リノベーションスクールを行い、新規創業者や 

新規雇用者の創出並びに街なかのにぎわいづくりの拡大を促進する。 

 ⑩新たな広域連携推進事業 

【予算額：4,500千円 担当課：総務企画局企画課 582-2158】 

   国が推進する「連携中枢都市圏構想」に基づき、北九州市を中心とする「北九 

州都市圏域」を形成し、「都市圏ビジョン」の策定や「北九州地域連携懇談会」、 

「北九州都市圏域トップ会議」の開催により、圏域の活性化を目指す。 

Ⅴ 地方創生推進のための国の施策への対応、その他（６事業 約１.６億円） 

 ①新規国家戦略特区関連事業 

【予算額：146,000 千円 担当課：総務企画局政策調整課 582-2156】 

 国家戦略特区の指定を受けて、介護ロボット等を活用した「先進的介護」の実

証実装や、シニアハローワークを活用した高年齢者の雇用促進等の事業を行う。 

うち、 

   ロボット産業振興事業（特区関連） 地方創生加速化交付金活用事業

  【予算額：20,000千円 担当課：産業経済局新産業振興課 582-2905】 

   国家戦略特区の指定を受け、介護施設での実証試験に提供する新たな介護ロボ

ットの開発支援・実証を行うとともに、介護ロボットの普及促進や導入補助を実

施する。 

 ②新規北九州市まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進 

【予算額：11,000千円 担当課：総務企画局地方創生推進室 582-2174】 

   平成 27年 10月に策定した「北九州市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

推進するため、産学官金労言住からなる推進協議会、創生推進本部（市長を本部

長とする庁内組織）の活用により、「オール北九州」で地方創生を推進する。 


